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　障害者自立支援法に基づく訓練等

給付のサービス及び障がいのある人

のニーズに応じた地域生活支援事業

のサービスを適切に実施し、社会参

加の支援体制を整備します。

　また、経済的、社会的に自立し、

生きがいのある生活を送ることがで

きるよう、就労を希望する障がい者

に対し就労移行支援・就労継続支援

等のサービスの適切な利用を促進す

るとともに、スポーツや文化活動を

通じて障がいのある人の社会参加の

促進を図ります。

今 後 の 取 組

　障がいのある人の就労に対する理解を深めるため、一

般企業等に対し啓発活動を行うとともに、一般企業への

就労を希望する人に必要な訓練を行う就労移行支援を

行います。また、個別の状況に応じた就労支援を行うた

め、ハローワーク、障害者職業センター及び障害者就

業・生活支援センター等の関係機関とのネットワーク

の構築を推進します。

　一般就労が困難な状況であっても、就労を希望する障

がいのある人が収入と生きがいを得られるよう必要な

訓練を行う就労継続支援を実施し、地域活動支援セン

ター等を働く場とする福祉的就労の拡大を図ります。

雇用・就労への支援

　障がいの有無にかかわらず、だれもが健康づくりや生

きがいづくり、生活の質を高めることができるよう気軽

に参加できるスポーツ・レクリエーション・文化活動

の機会を充実させます。

　市民体育大会や市展、県や国が開催するスポーツ大会

に、より多くの障がいのある人が参加できるよう支援を

行うとともに各種講座等に障がいのある人が参加しや

すい環境を整備します。

スポーツ・文化・学習活動への機会の充実

市 民 等 と の 役 割 分 担

　障がいのある人と接する機会を多く持ち、段差のある場所等での補助や目的地へ

の案内等を行うことにより障がい者の外出時の負担を軽減し、社会参加しやすい環

境をつくることが期待されます。

　職場においても、障がいのある人が持っている能力を発揮できれば、勤労意欲も

高くなり、離職者も少なくなるため、職場の仲間が作業分担の見直しや環境を改善

する等の協力をすることが期待されます。

　企業は積極的に障がい者の雇用を促進するとともに、その能力の開発に努め、職

場定着を図ることが期待されます。

現状と課題

　障害者自立支援法の柱として、福祉サービスの一元化とともに、障がい者の一般就労へ

の移行、地域生活支援が挙げられています。

　障がいのある人が地域の中でともに生活するためには、社会参加の促進が第一歩となり

ます。しかし、現状は多くの障がい者が自宅と施設に閉じこもりがちであり、障がい者が

不安なく地域での活動等に参加できるように、市民の理解と協力を得る必要があります。

　また、障がいのある人にとって大きな自信と生きがいになる就労に関しても、意欲を持っ

ているものの、一般就労には結び付いていません。就労を促進するためには、事業所への

雇用促進の効果的な啓発が必要であり、ハローワーク、県、就労支援事業所、学校等関係

機関との連携を強化して取り組む必要があります。

●就労移行支援
●就労継続支援

●地域活動支援センター
●自立支援協議会

●移動支援事業

　障がいのある人が、安心して自由に出かけられるよう

バリアフリー、ユニバーサルデザインの考え方に基づ

き、鉄道駅周辺・道路・建物・公益的施設等の整備を進

めます。

生活環境の充実

●バリアフリー化

　意思疎通に支障がある聴覚障がい者等に対し、手話通

訳者・要約筆記者等の派遣を行います。また、障がい者

の社会参加を促進するため、手話・要約筆記、点訳・朗

読奉仕員の養成講座を開催してボランティア等の養成

を行い、情報提供体制の充実を図ります。

情報提供体制の充実

●コミュニケーション支援事業
●ボランティア養成講座
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